
第１節 基本的事項

１ 趣 旨

2025年（平成37年）にいわゆる「団塊の世代」が全て75歳以上となる中、医療や介

護が必要な状態になっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続できる

よう、切れ目のない医療及び介護の提供体制を構築するため、平成26年６月に「地域

における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法

律（一括法）」が成立しました。

この一括法では、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、地域包括

ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推

進するため、医療法の中で医療計画の一部として「地域医療構想」が位置付けられま

した。

今後の高齢化の進展を踏まえると、医療のあり方は、主に青年壮年期の患者を対象

とした救命・救急、治癒、社会復帰を前提とした「病院完結型」の医療から、「慢性

疾患が多い」「複数の疾病を抱えることが多い」等の高齢者の特徴に合わせて、病気

と共存しながら生活の質の維持・向上を目指す医療、患者の住み慣れた地域や自宅で

の生活のための医療、地域で支える「地域完結型」の医療に重点を移していく必要が

あります。

地域医療構想は、このような医療のあり方の変化や人口構造の変化に対応したバラ

ンスのとれた医療提供体制を構築することを目指すものであり、①強制的な手段では

なく、目指す姿を可視化・共有したうえで、自主的な取組や関係者による協議を通じ

て構想の達成を目指すこと、②飛躍的に増加している活用可能なデータを用いて、客

観的なデータに基づく議論を行うこと、③地域ごとの人口構造の差や地域資源の違い

に対応するため、地域ごとに目指す姿を設定すること、といった手法を用いるもので

す。

このような取組を通じてバランスのとれた医療提供体制とすることは、①患者の方

々が、適切なリハビリを受けることや長期療養に適した環境で入院することなど、そ

の状態に合ったケアが受けられるようになる、②病床機能に応じた医療従事者配置と

することにより、限られた医療人材を有効活用することができる、③適切な機能の病

床への入院により、入院費用を適正化することができる、などの効果が期待でき、ひ

いては地域医療の確保につながるものです。

このような構想の考え方を踏まえつつ、平成27年３月に国から示された「地域医療

構想策定ガイドライン」等を参考にしながら、平成27年７月に北海道で定めた「地域

医療構想策定方針」に基づき、南檜山構想区域における「南檜山地域推進方針（別冊）

～南檜山区域地域医療構想～」を取りまとめるものです。



２ 当該構想区域

医療法に基づく「第二次医療圏」及び介護保険法に基づく「高齢者保健福祉圏域」

と同じ区域とし「南檜山構想区域」とします。

３ 名 称

「北海道医療計画［改定版］」南檜山地域推進方針（別冊）～南檜山区域地域医療

構想～」とします。

４ 期 間

平成２９年度までを終期とする「北海道医療計画［改定版］」南檜山地域推進方針」

の一部として策定しますが、地域医療構想に関する事項については、２０２５年（平

成３７年）における医療需要を推計するとともに、国から示された病床利用率に基づ

き、必要とされる病床数を推計します。

５ 進行管理

この構想は、住民・患者の視点に立ち、道や市町村などの行政機関、医療提供者、

関係団体及び住民が、地域の最も重要な社会基盤の一つである医療提供体制の確保に

向け、毎年度、南檜山圏域地域医療構想調整会議において、直近の病床機能報告制度

における報告内容などとの比較や検証を実施していきます。


